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I はじめに
本稿は二つの目的を有する。その第一は 北海道女子短期大学15年の歴史を教育史的に
記述することである。より具体的に言うならば，本学15年の歩みを，日本の，そして北海
道の教育の歩みとの関連において把握し 客観的にその果たした役割を評価するというこ
とである。目的の第二は 20年史編さんの骨格を提出することである。本稿が資料編を
有していないのは，そのために他ならなL、。
TI 学校法人浅井学園の形成
本学には 3 創立前史がある。前史は，昭和14年9月6日，渡辺淑子（現，浅井淑子学園
長）が札幌市南 1条西5丁目に創設した「北海道ドレスメーカー女学園」に始まる。同学
聞は，昭和13年4月1日公布の「国家総動員法Jのもと，次第に，戦時色を濃厚にしてい
く時代を背景に，創設者の並々ならぬ「意志」に支えられての発足であった。学園創設の
目的は，
(1）洋裁教育を通じて女子の教養を高めること。
(2）専門的技術修得によって女子に経済的独立の能力を得させること。
である。しかしながら，学園の発足は，その最初より苦難に満ちたものであった。昭和14
年には， 5月20日ノモハン事件， 7月8日国民徴用令公布， 9月3日ナチスドイツのポ ー
ランド侵入，これによって第二次世界大戦が発生している。
このような社会的背景をもって誕生した学園は 昭和15年6月「北海道ドレスメーカ一
女学院」と改称の後，外国語排斥の社会的風潮とそれにおもねた行政当局の指導により ，
昭和16年 2月には， 「北海洋裁専門女学院」と校名変更を余儀なくされている。
この後，教育における戦時体制はますます強化されていった。即ち，昭和16年12月の真
珠湾攻撃によって太平洋戦争へと突入した日本では 昭和18年10月23日「教育ニ関スノレ戦
時非常措置ニ関スル件」通達，翌19年 2月25日「決戦非常措置要網」閣議決定，続いて同
年4月17日「決戦非常措置要網ニ基ク学徒勤労動員二関スル件」が訓令され，翌20年5月
22日「戦時教育令」並びに「同法施行規則j」が公布されて 実質的に教育のいとなみは破
壊しつくされたのである。この間，昭和18年より学徒の勤労動員は日常化されているが，
同学院生徒30名もまた教師とともに勤労奉仕 防空演習などに従事せざるを得なかった。
例えば北海道長官坂千秋による「国民勤労報国隊編成令書」によると「北海洋裁専門女学
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院国民勤労報国隊」は，生徒30名，教師3名で編成し，昭和18年6月25日以降，札幌軍需
被服工業所においてミシン係，アイロン係 整理係として作業に従事すべきものとされて
いる。
昭和20年 8月15日，ポツ夕、ム宣言の受諾によって太平洋戦争は終結し，これにより8月
21日「戦時教育令」の廃止が通達されるが 同時に戦後教育は混乱期に入る。
各種学校については，昭和20年末に至って初めて文部省はその戦後処理を通達している。
それは次のようなものであった。
発学86号，昭和20年12月18臼。地方長官宛，文部省学校教育局長発。
終戦ニ伴フ各種学校ノ措置ニ関スル件。各種学校ノ措置ニ関シテハ昭和17年 7月31日発
企文29号「各種学校ノ指導監督ニ関スル件」及ビ同18年5月13日発総109号「各種学校刷
新応急措置ニ関スル件」通牒ノ次第モ有之処終戦後ノ新事態等ニ鑑ミ左記事項御留意ノ上
措置相成度。
記
一、新設ノモノニ在リテハ終戦後ノ新事態地方ノ特殊事情等ニ鑑ミ必要ナリト認メ ラル
ノレ場合其ノ基礎輩固ニシテ設備内容充実シ営利的経営ナラザ、ノレモノニ限リ之ヲ認メテ
差支エナキコ卜。
二、千イ）現ニ授業継続中ノモノニ在リテハ終戦後ノ新事態 地方ノ特殊事態等ヲ劃酌シ要
スレパ適切ナル内容ニ変更セシムル様指導スルコ卜。
（ロ）生徒募集中止ノモノニ在リテモ前各号ノ趣旨ニ照シ適切ナルモノニ附テハ之ガ解
除ヲナシ差支エナキコト。
三、右各号ノ措置ニ関シテハ昭和18年 5月13日発総 109号 「各種学校刷新応急措置ニ関
スル件」通牒ニ不拘貴官ニ於テ適宜御措置相差支エナキコ卜。
四、修業年限長期ニシテ教官組織施設内容等充実セルモノハ可成中等学校令又ハ専門学
校令等ニ依ラシムル様指導スルコ卜。
戦後各種学校は，この通達によって再出発するこ ととなるが，北海道においては，昭和
19年北海道庁が各種学校に対する抑制措置をとったために閉校が相次いでいた。 しかし，
同学院は，その内容が充実していたことと，前述の如く， 「昌民勤労報国隊」の編成， 「防
空班」の編成など，当時の文教行政指導に従って学院運営をしてきたこ とが幸いし， 戦時
中も閉鎖せずに存続でき 更に そのことが右の回復措置通達とともに戦後の再出発を可
古伝なものと した。
再出発後の同学院は，昭和20年から23年迄の間，速成科四ヶ月終了後の研究科八ヶ月の
課程と，師範科一ヶ年の 2課程であったが，特徴的なことは，両課程とも入学資格を旧制
高等女学校卒業と し， 学科試験を実施して入学を許可していたことである。このことは，
当時の同学院生徒の質的水準がどのようなものであったかを物語っているのみならず，北
’海道における当時の女子高等教育機関の需給不均衡を端的に示すものであった。当時，北
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海道内には女子高等教育機関は 2校にすぎず，女子の教育要求は，当然に，高等女学校卒
業を入学資格とする学院に向けられたのである。更に，時代の潮流は，単に洋裁技術を身
につけようとする意欲のみならず，物資の不足は，和服，紳士服を「更正」して，いかに
して新しく個性的に表現するかにあった。当時の学院の教授方針は，まさにこの様な時代
の要求に対応するものであり，それだけに，種々の技法は，今日のそれに優るとも劣らぬ
ものであったといわれる。
戦後の各種学校は，戦前に比して質的にも量的にも飛躍的に向上し，またその教育内容
もきわめて多岐にわたって発展していくが，この当時の各種学校は，設置者の経営理念，
教授内容さらには生徒の質的水準などあらゆる面で多様であった。このことは当然各種学
校の学校体系における位置を明確にし Eっその内容を強化する行政施策を必要とするに
至った。
昭和22年 3月31日法律第26号「学校教育法」により，各種学校はその第83条で，幼稚園，
小学校，中学校，高等学校，特殊学校，大学以外のもので「学校教育に類する教育を行う
もの」と規定され，各種学校は，学校教育の補完的機能を果たすべき存在であることが明
確にされた。さらに翌2¥J:12月15日法律第 270号「私立学校法」が公布され，その第 2条
第 2項で「私立学校とは学校法人の設置する学校」と規定された。このため学院は現行法
制の中でより一層発展していくためには当然「学校法人」を設置すべき背景をもつに至っ
た。かくして，昭和2昨 6月，学院は「学校法人浅井学園」を設置した。
このような行政施策に対応しながら，学院運営，教授活動は活発に進められていったが，
この間，学院は， 「北海道ドレスメーカ一女学院」と校名を変更している。
此の頃より経済は回復期を迎え，当時の朝日新聞世論調査によると，食糧事情が好転し
たと感ずる人が61係に達している。学院は，こうした社会経済条件の好転とともに，発展
期に入り，入学志願者，生徒数は急増し，当然施設設備の拡充整備の方向を辿りはじめ7ら
なによりも校舎の狭溢化の解決が急を要し 昭和25年 5月 南 4条西16丁目に校地420坪
を確保し，校舎を新築した。その後次のように施設拡張が進められた。
27年10月，大通西20丁目に建物150坪買収，寄宿舎とする。 （後に第三校舎とする〉
28年 3月，第二校舎150坪増築。
30年12月，旧第一，第二校舎跡に鉄筋コンクリー卜造四階建校舎620坪新築。
24年以降，学院の施設は，右のような経過を辿って拡張してきたが，これと並行して教
育内容もまた飛躍的に充実していった。 25年から教育課程は次第に整備され充実し，また
29年には高等師範科が設置されて，本科，師範科とともに，修業年限各一年の三科が完成
した。教育課程については， 25年度には「被服美学」， 「意匠学」， 28年度には「教育心
理」， 29年度には「教育学」， 「保健体育」， 「美容美学J' 「文学」， 「英語」， 「被
服概論」，「色彩学」， 「スタイル画」， 31年度には「調理実習」，更に32年度には「生
活科学」， 「フランス語」がそれぞれに設けられている。この教育課程の整備充実は，当
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時の「洋裁学校」のそれとは大きく異なり 短大創設の基盤はこの面からも確実なものと
なっていったと評価することができょうし，女子高等教育機関の殆んどなかった当時の北
海道における学院の存在価値も極めて大なるものであった。
皿 短期大学制度の確立と本学の創立
昭和22年 3月法律第26号「学校教育法」によ って，いわゆる六三制の新教育体制が発足
するが，この体制が今日みられる如き矛盾を多く含みながらも， 一応固定した経緯の中に
短期大学制度が含まれているので，最初にその流れを確かめておくことが必要であろう。
そしてそれは短期大学教育の指向する方向を見定め またそこに内在する諸問題を把握す
るための視座を準備することにほかならないと考える。
短期大学制度の中で，特にその領域を女子短期大学に限定する場合 ，まず昭和20年12月
4日に閣議決定をみた「女子教育刷新要網」からみなければならない。 同要網は，その少
し前10月11日連合国軍最高司令官によるいわゆる 「人権確立の五大改革」の原則をふまえ
て，「男女間ニ於ケル教育ノ機会均等及教育内容ノ平準化並ニ男女ノ相互尊重ノ風ヲ促進
スル」ための
(1) 高等教育機関の女子への解放
（副 大学教育の男女共学制の採用
(3) 男女中等学校教科の平準化
の指摘のほか， さらに具体的な「措置」も含められた。この高等教育の女子への開放は，
日本の教育史上まさに画期的なことであり しかもその改革が当然のことのように進めら
れていくことは，占領下にあったとはいえ極めて進歩的な大改革であったといえよう。
昭和21年3月の 「第一次米国教育使節団報告書」は， その第六章高等教育の冒頭で 「大学
はすべての現代教育制度の王座」と述べ，さらに高等教育は， 少数者の特権と してではな
く多数者の機会と しての自由な高等教育であること また大学は 学問研究と一般教養教
育と職業的訓練の三者にかかわる機能をもっていると述べている。 この使節団報告書の示
した高等教育の理念は，戦後の白本の新しい高等教育制度の理念となった。
同年12月27日開催された教育刷新委員会は， 義務教育九年を決定しているが， その建議
事項「学制に関すること」では 「高等学校に続く学校は四年の大学を原則とすること。但
し大学は三年又は五年としてもよい。 」と述べている。この建議に基づいて22年3月31日
「学校教育法」が公布され， 24年5月四年制新制大学が発足している。 しかし，旧制専門
学校等からの新制大学移行は極めて困難であったため，その解決策として 「暫定的」に短
期大学を発足させることとなった。 即ち， 同年6月1日「学校教育法」を一部改正して，
同法第55条の大学の修業年限を 「当分の間」 二年又は三年とすることができることとした。
さらに同39年6月の学校教育法一部改正により， 第69条の2を追加し，短期大学を「恒久
的」なものとした。
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此の間，昭和24年8月30日大学設置審議会は 「短期大学設置基準」を決定し，その中で
短期大学を「実際的な専門職業に重きを置く大学教育を施し，良き社会人を育成すること
を目的」とし，｜職業に必須な専門教育を授ける完成教育機関」と規定した。
かくして ，昭和25年度の短期大学発足時には，全国的には 186校が設立を申請， 113校
が設置認可された。
次の表は，発足最初の短期大学がどのような旧制高等教育機関から成り立っていたかを
昭和26年でみたものである。
短期大学の編成経過
編 成 経 過
校 数 （校）
国 立 ~下A、立 私 立 言十
単一専 門 学校 を再 編 1 1 52 
専門学校
を母胎と 専門学校と旧制中学校を合併 1 1 
して編成 新学制校大専学門を設部置をし再専編門 2 8 1 0 
専旧攻制科中等－ B学lj科校の念品ど等を科再編 3 1 3 1 6 
各 種 で井主「4与 校 を 再 編 1 2 3 24 
新 倍。 大 弓《斗子4 t亡 併 置 4 5 4 1 5 0 
新制高等学校の上部 K設置 1 4 1 4 
新 三ロX凡 1 1 
J口,_ 計 4 24 1 5 2 1 8 0 
住） 日本私立短期大学協会『会報』第1号〔 1951年11月） 付録「短期大学一覧」 Kよる。
J海後・寺崎『大学教育』 206ペー ジよりヲ｜用。
此の時期の短期大学のうち，女子だけを入学させるものは国立には存在せず，公立に7
校，私立に83校で，全体の約半数が男子校又は男女共学であった。また私立の女子短大83
校中33校が旧制女子専門学校を母胎とするものであった。
北海道においては，25年度仁5校， 26年度1校， 28年度 2校がそれぞれ設置されてL唱。
此の後，短期大学は，昭和35年以降の大拡張期を経，その間前述の如く制度それ自体が
法制的に恒久化され，幾度か高等教育再編政策の主要対象とされながらも，六三制学校体
系の中に位置づく高等教育機関のーっとして拡大してきた。
昭和37年の本学創立計画は ，此のような機運の中で進められたが，ここで本学の創立が，
北海道という地域社会とどのように係わり合って創立されたかを確めて置く必要があろう。
戦後，北海道総合開発が進められてゆく過程で教育に要請された問題は極めて重大なも
のであったが，その一つは， 産業の振興開発のための有能な技能者の育成，そして二つに
は，「北海道的生活様式」確立のための知識と技能をもった実践的な北海道人の育成であ
った。当時，道内の私立短期大学は，いづれも北海道という地域に存立する学校として右
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の要請に応えようとする姿勢を示していた。特に大学においては そのための指導者の育
成も強く要請される処であった。
昭和23年10月には，北海道新制大学設置期成会が 「日本の希望北海道総合開発指導者
育成のために」との副題をもって 「新制大学設置要望趣意書」をまとめている。
同趣意書は次のように述べている。
「最近まで北海道が寒冷の地， 北方僻轍の地として，重要資源を豊富に包蔵しつつも，
久しくこれを顧られなかったのは確固たる信念と高度の技術をもって環境を改善し更に
環境を支配して本道の開発に当り，文化の向上に尽力する指導者が数少なく ，しかもその
大部分はこれを他府県よりの移入に仰がねばならぬ状態にあったからでありました。 （中
略〉 真に本道を愛しこの地に骨を埋める覚悟ある真撃なる指導者を本道に於て多数養成し
て指導層の充実と自給自足を計る。」
このことに符合するかの如く 本学の創立者浅井淑子学園長は 昭和28年9月欧州教育
事情視察の際の回想として次のように述べている。
「厳寒の中を北欧の人達はどんな服装をするか，この目で確かめ …ー・私も北海道独自の
ものを，と参考になるものを選んでは仕入れ，レポー トと写真をつけて毎日のよ うに札幌
に送りました。 メーカーにも研究してもらわなければなりませんから…一云 々」 （朝日新
聞昭和53年11月8日）。
また本学の創立の趣旨の中では， 「職業人と して訓練を加える中に，自ずから勤労愛好
の徳性を磨かせ，豊かな情操を陶冶して，円満な家庭形成の要因たらしむることによって
一脹社会を豊穣にしようとの女子実業教育の一大理想を掲げ…・・云々」 と述べられている。
これらの指向する方向は， 実業教育，情操の育成， そして「北海道的生活様式」確立の
ための北海道人の育成 この三点に集約されているといいえよう。此の意味で昭和38年4月
の本学の創立は，その最初から北海道という地域社会にがっちりと根をおろしたもので
あった。次のように進められてきた本学の創立以来の学科課程の編成もまた地域社会のニ
ードが何処に在るかを常に念頭に置いて進められたものである。
昭和39年10月 「被服科」の名称を「服飾美術科」と変更認可。
昭和41年 1月 「服飾美術科」の入学定員を80名より 200名に変更認可。
昭和41年 1月 「工芸美術科」入学定員 100名設置認可。
昭和41年 1月 「体育科」入学定員 100名設置認可。
昭和4詐 1月 専攻科 「服飾美術専攻」定員30名設置認可。
昭和43'年1月 専攻科「工芸美術専攻」定員10名設置認可。
昭和43年9月 「工芸美術科」入学定員 100名より50名に減少認可。
昭和4呼 3月 「初等教育学科」入学定員50名設置認可。
昭和~3月 専攻科「体育専攻」 定員10名設置認可。
昭和4昨 3月 「体育科」 を 「保健体育科」 と科名変更認可。
尚，前の学制課程と関連する教育職員免許法による 「課程認定」は次のとおりである。
昭和38年 2月 中学校教諭 2級普通免許状 （家庭〉取得課程認定。
昭和41年2月 中学校教諭2級普通免許状 （美術 ・保健体育） 取得課程認定。
昭和44年3且 小学校・幼稚闇教諭2級普通免許状取得課程認定。
昭和44年3月 聴講生の課程認定。
昭和45年 3月 養護教諭 2級普通免許状取得課程認定。
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本学が設置された昭和38年1月は，北海道では，国立I校，公立I校，私立9校の短期
大学が設置されていて，女子のみを入学させる私のは，公立1校， 私立6校であった。
これら7校の中6校は いづれも食物栄養科を含めて家政系学科を有するものであった。
しかし，月隙布美術科は， 学園の長い伝統と，従来の家政科にみられないユニークさから，
発足の38年4月には 120名の学生が入学した（入学定員80名〉。 39年度には77名の入学に
すぎなかったが，翌40年度には184名の入学をみた。入学志願者の増加傾向に加えて， 41
年度札幌市旧校舎より江別市現校舎に移転に当り， 103,439.20m"の校地買収に伴う租税特
別措置法適用の必要，また買収農地の校地転用申請の基準となる学生数の問題等が絡み合
つで，服飾美術科の入学定員は，この時より 200名に変更された。 同じ年度に， 「大学生
急増対策の一翼を担って社会的要請に応えるべき責任と 北海道開発に当って教育開発先
行の必要性，さらに，北海道における女子高等教育機関の不足・貧困さの解消のために」
設置された工芸美術科 ・体育科の入学定員も，同様の理由によって，それぞれ100名と定
められた。
しかし，当時，本道の高校女子卒業生の中， 公立高校卒業生が約60%を占め，その90%
近くが教養系学科への進学志向を示していたこと 経済成長が次第に国民の消費生活構造
に変化をもたらし始めたことなどから 各科とも 入学定員の確保が困難であった。服飾
美術科の教育課程を二つに類型化し，家庭科学コースを設置したのは，その対応策でもあ
った。
次表は，創立より43年度までの入学者の推移である。
各科別入学者推移表 (1) 
（昭和38～昭和43年度）
年度 再選Jr~＇－＇ 工芸美術科 体 育 科 言十3 8 120人 人 人 120人
3 9 7 7 7 7 
4 0 184 184 
4 1 2 1 3 1 0 3 49 365 
4 2 1 8 9 5 5 85 329 
4 3 
4 o I 72 58 347 
言十 }60 4J1〕 2 :lO 1 9 2 1, 4 2 2 
8 古瀬：北海道女子短期大学15年史
この状況は， 短大存立そのものを危うくするものであった。短期大学再編のための模索
が3 ここに始まった。
町 短大存立基盤確立への経緯
昭和41年より三学科，入学総定員400名とし， 現在地に校地103,439.20m2を取得 （昭和
43年9月12,s92m＂追加 買収）し，校舎本館5,953.92m2体育館l,568.93m2附属施設373.14m2
寄宿舎3,165.44m＂を新 築して発足した。しかし，前述の様々な理由に加え，当時の立地条
件の悪さから学生募集は極めて困難であった。そしてこのことは財政運営の困難さに直結
した。理事者，教職員一体となっての運営努力にもかかわらず赤字は累積した。次表は，
消費収支差額における赤字累積の推移及び負債率（鵠墨）と本院勘定（法人内部での借
入）推移である。
消費収支差額推移表 (1) 
年度 単 年 度 累 積 負 債 率 本院勘定
3 8 4斗 2, 1 5 4,9 9 1円 ぷ斗 2,1 5 4, 9 9 1円 102. 2% 3 1,4 5 4,4 6 4円
3 9 1,943,974 i込 211,017 7 3.8 5 8,0 4 ,6 9 2 
4 0 6 2,4 34,3 06 よと込 2,6 4 5, 3 2 3 3 9.2 6 7,5 6 5,8 8 4 
4 1 2, 7 8 3,6 9 8 1 3 8,3 7 5 5 6.9 1 0,3 7 5, 2 9 9 
4 2 6 5, 8 2 ,4 0 0 正三込 5, 6 8 4,0 2 5 59.8 5 6, 7 8 3,3 0 8 
4 3 6 4,6 3 1,6 3 8 どと込 1 0,3 15,66 3 4 4.6 8 5, 6 6 3,1 9 9 
4 4 Eさ当 1,9 4 1,7 3 3 ど斗 12,257,396 4 5.4 1 0 6, 0 7 9,9 0 0 
4 5 ζ斗 13,5 5 8,5 8 8 6 2 5, 8 1 5,9 8 4 4 6. 3 8 6,0 1 8, 3 6 3 
4 6 £〉 7,537,877 4込 33, 3 5 3,8 6 1 7 6.9 8 3,9 6 9,4 9 3 
4 7 6,7 5 4,7 4 3 ζ：，. 2 6,5 9 9,1 1 8 7 7.6 8 3, 9 6 9,4 9 3 
制1 40年度の負債率急減は土地再評価Kよる資産増のため。
2. 46年度の負債率急増は会計基準移行K伴う土地評価替Kより 579,163, 559円の資産滅Kよる。
財政運営の困難さは，表に示されているように昭和44年初等教育学科，同45年養護教諭
コース設置後もなお続き，理事者も教職員もその対策に苦しんだ。 次ページの上表は44年
度より48年度に至る入学生の推移を示している。
しかし，この苦難の過程の中から，本学現在の基盤が確立していった事実も見落しては
ならない。冗長の嫌いもあるが 本学の基盤となっている理念・運営方針とも関係すると
思われるので詳述する。
第 1は，前述の財政難と学費改訂，それに伴う学生自治会執行部の抗議運動と ，相対す
る教授会の対応姿勢についてである。
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各科別入学者推移表 (2) （昭和44～昭和48年度）
年度 服飾美術科 工芸美術科 保健体育科 初等教育学科 言十（）家願時コー ス （）養護教諭コ スー
44 u ~）人 42人 40人 32人 2 7 6人
4 5 4 6 36 ( 8 3 ) 57 364 
46 48 25 52 338 2 6 ) ( 8 1 ) 
4 7 48 39 4 7 355 ( 8 3 ) 
4 8 1 4 0 7 7 5 4 1 0 5 5 4 1 ( 1 1 2 ) 
言十 5-9 2 2 6 1 1 9 4 2 9 3 1.8 7 4 ( 1 7 5 ) ( 3 5 9 ) 
次の表は，短大創立より47年に至る学生納入金の推移を示すものである。
学生納入金推移表 (1) 
納 入 金 総 言十 （年 額）
年度 検定料 入学金
服飾美術料 工芸美術料 保健体育料 初等教育学科
3 8 3,0 0 0円 1 0,0 0 0円 7 6,0 0 0円 円 円 円
3 9 3,0 0 0 2 0,0 0 0 8 6,0 0 
4 0 3,0 0 0 2 0,0 0 0 97,000 
4 1 4,0 0 0 3 0, 0 0 0 1 0 6, 0 0 1 0 5,0 0 0 107,000 
42 4,0 0 0 3 0,0 0 0 121,000 1 2 0,0 0 0 1 2 ,0 0 0 
43 5,0 0 0 3 0,00 0 1 6 2,00 0 1 6 9,0 0 0 164,000 
44 5, 0 0 0 3 0,0 0 0 1 6 2,0 0 0 1 6 9,0 0 0 1 6 4,0 0 0 1 65,0 0 0 
4 5 5,0 0 0 3 0,0 0 0 1 6 2, 0 0 0 1 6 9, 0 0 0 1 6 4, 0 0 0 1 6 5,00 0 
46 5, 0 0 0 5 0,0 0 0 1 9 0,0 0 0 19 9,000 2 0 1,0 0 0 1 9 8,00 0 
47 5,0 0 0 5 0,0 0 0 1 9 0,0 0 1 9 , 0 0 0 201,000 1 9 8,0 0 0 
人件費の増大と物価上昇のため， 38年より43年までの間，毎年学費改訂を実施せざるを
得なかったが， 44年， 45年， 47年の据置きは運営努力によって改訂せずに済ませたいとす
る浅井猛理事長はじめ理事者・教職員の苦悩の象徴でもある。しかし，時代の風潮もあっ
で，学費改訂に対し反対する学生運動も様々な型で展開された。この反対運動は 1年有半
に及び遂には，昭和46年7月14日短大創立以来常に学校運営に指導的役割を果たし衆望を
一身に担っていた阿部文男教授（当時学生課長兼務〉を失うという短大にとっても，永久
にいやすことのできない深い傷跡を残した。この過程で，現在，短大運営についての基本
理念となっている最も重要なものが確立していった。このことは，昭和46年の学費指丁と，
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それに反対し，抗議する学生自治会への教授会回答の中にみられる。
それは，教授会も学生と共に，学費値上げについて理事会に抗議せよとする要求に対し，
「私学の管理運営における理事会 ・教授会・ 学生の関係、について」示した教授会見解であ
る。それは次の様に述べてし唱。
「学校の管理権あるいは管理責任は，その設置者に属することは学校教育法第5条に明
示されているが，私立学校については学校教育法第 2条，私立学校法第3条の規定により
学校法人が設置者であることも明らかである。従って，私立学校の管理権ないし管理責任
は学校法人にある。いうまでもなく ，学校法人とはいわば観念上の存在でしかなL、から，
具体的にはその管理権を行使する機関として 理事会が存在するのである。
このように私立学校における学校管理権，ないし管理責任は，学校法人理事会に帰属す
る。しかし，その管理権は無制限のものでないこともまた明らかである。
そもそも学校管理とは，学校をその本来の目的に従って，継続，維持，運営する作用で
あって，学校管理の範囲は学校教育活動のすべてにわたっているものであるが，通常は
① 学校の施設，設備の保全 ・営繕を内容とする物的管理。
② 教職員の任免，服務・分限等の外，学生・生徒更には部外者をも含めての人的管理。
③ 学校を運営していく ための直接的な管理，即ち ，教育課程，組織編制，教材の取扱
L、等を内容とする運営管理。
の三つに分類されるものである。 これらの中，特に②③については，大学にあっては，学
校教育法第59条によって大学に必置のものとされている教授会の審議， 決議事項とされて
いるのが通常であるから理事会のもっている包括的な学校管理権はその点で具体的に制約
されているものと考えなければならなL、。
学校管理権が，具体的には，この様にして行使されていることと，更に根本的には，私
立学校においては，限られた財源で無限の可能性を追求する教育 ・研究活動を円滑に行な
おうとすれば，学校管理の責任を分担し合う理事会と教授会との相互理解こそ必要不可欠
であろう。即ち，理事会は教授会の意向を尊重し，これを理解するとともに， 教授会もま
た学校財政を理解し， 理事会の運営方針を理解することが必要なのであって，この相互理
解が存在してこそ学事と財政の有機的関連が保たれ 学校の管理運営が適切に行なわれる
のである。本学においては この意味での理事会・教授会の相互理解はほぼ理想的に行な
われてきたし，その相互理解は単に権利義務の主張の上にでなく，相互の責任を重んずる
信頼関係、を基本にして成り立ってきた点に誇りをさえもっている。 更に，この学校の管理
運営の実際の展開過程において，学生の希望をできるだけ取り入れていくことも必要であ
り望ましいことであると考えてきたので，従来から，自治会であれ， 学級であれ，時には
→固人であっても希望を聞き，取り入れるべきものは取り入れてきたし，今後もこの態度
は持ち続ける。
ただ学費問題の如き管理運営の中心的な重大問題であって，事の性質上，在学生に責任
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の負い得ないことについては，むしろ，学生に協議を求めることによ って学生に責任を分
担せしむるが如き言動は厳につつしむべきことと考える。勿論 管理運営の中心的な重大
問題であるからこそ大学を構成する者全員の正しい理解は必要であることも明白なことで
あり，そのために可能な限り詳しく説明することは必要であると考えている。今回の学費
値上げについても，理事会・教授会相互の十分な協議が繰り返されたが，現在の学校財政
の窮迫状態は，従来のような『教職員の給与改訂の辞退』などで済むものではなく，この
ままでは，相互の責任を果たしえないと判断せざるを得ず，教授会と しては不本意ながら
理事会に対し学費値上げの答申をせざるを得なかったのである。」
この教授会見解が，全教職員の賛同支持を得て前述の如き苦悩と対立抗争の真只中で示
されたこと自体本学15年の歴史の中で特別に重大な意義があろうし，それだけに，ここに表
現された理念が今日の短大運営の基本理念ともなり得たのである。
第 2は，自己規律を基盤と した運営整備改善に関する教職員側の努力である。昭和47年
4月，教授会は運営整備改善委員会を設置したが，委員会は 7月18日の第 l回委員会にお
いて検討すべき事項として
(1) 47年度赤字解消ないし減額の具体策
(2) 後期よりの授業の合理的改善方策
（司 長期的展望に立った教育課程の再検討
（心 教職員の自己規律の確認
(5) 内規等の整備
の5項目をとり上げた。これら 5点の中，（1)(2)(4)(5）を優先的に検討し，改善可能なものか
ら具体的改善策を策定し，実施することとし，（①については，相当に時間をかけて慎重に
審議すべきことを確認 7月29日 教授会に詳細に説明して全員了解した。
その後，委員会は6回にわたって会議を開き ，各項目を慎重審議を続け，次の様な結論
を得た。
(1）については，当初予算の中人件費400万円， その他の諸経費400万円削減すること。
そのために， 当初予算の10%を凍結するこ ととした。
(2）については，（1）と関連し再検討の結果，後期より ，非常勤講師について実人員で 9人
延人員で19人分を専任教官の担当に振り替えた。尚 p これに伴って，廃止12科目， 新設 3
科目，統合7科目，存続再検討6科目という合理的改善策を実施した。
(4）及ぱ5）については， 48年3月15日委員会は，次のように見解を述べ，教授会の了承を
得た。この報告は，未整備の部分もあるが，今日の短大運営の基本となっているものであ
る。
I 教職員の服務義務，職務権限等について
(1) 基本的には，就業規則第4章「勤務」の各規定があるが，教育職員については
「職務とその責任の特殊性」を考える必要がある。
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（訪 この場合に専任教官については授業・教授会（含科内会議〉－出席・分掌学務に
ついての責任の遂行が最低の職務義務と考え これらがいわゆる「本務」である
ことを確認し合うことが必要である。
(3) 現在必ずしも明確になっていない「研修日」については， f出勤を要しない日」
が教官の権利として存在するものでなく「職務とその責任の特殊性」より生ずる
ものであることの確認の上にその日数は，週 1日以内が妥当と考えるが，この場
合「本務」が優先する。
（心 「外部出講」については，従来「国立公立 1ケ所，週 1日以内」を原則として
きたが，今後は「 1ケ所，週1日以内」を原則とし， その手続きについては従来
通り「各学科長の承認」のもとに「学長に願い出」て 「学長の承認」を必要とし
「学長より理事会へ報告」する。
尚，この場合も「本務」が優先することはいうまでもない。
(5) 特1.:(3）（心について，従来，助手，副手についてはどうあるべきかということが，
必ずしも統一的に実施されてきていないが，本学のように 「教育助手」であり，
講師以上への昇任の可能性が予定され しかも学校運営の全般について極めて重
要な役割を果たしていることから 助手 副手についても同様と考えることが妥
当である。
このことに関連して，特に附言しておきたいことは，助手，副手の任務は， 所
属学科長の指揮のもとに，教授，助教授，講師の職務を助けるとともに，自らも
専任教官として「本務」を遂行することと考える。
(6) (1）～（5）が円滑に実施されるためには 全教宮の良識に基づく自己規制の必要な
ことは勿論，各科長は各科の実情に応じて責任をもって所属教官を統督する必要
がある。また， この際全学的な組織規程を整備し，特にいわゆる部局長の職務義
務権限を明確にし， 大学が統一的組織体として機能する方策を講ずべきである。
JI 教授会運ー営細則について
学則第7章において「教授会」についての規定は，ほぼ完備されているが，運営
の細部についての「細則への委任規定」 がない。
現在の 「教授会」の慣例的な運営について，特に問題もないが，この際「運営細
則」 を定め招集，議題の事前提示，出欠の確認，欠席の事前届出，議事進行方法，
記録責任者，記録方法，欠席者の記録確認の義務，前回記録確認等，簡略にして要
を得た細則を定める必要がある。
]I 各種会議，各種委員会の在り方について
(1) 運営連絡協議会について
様々な歴史的経過をもって現在のような状況に至っていることは，十分に尊重
しでも，構成員，果たしている機能などに再考する必要がある。この際，部局長
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をもって構成し，各部局に生じている全学的に考慮すべき各種の問題について協
議し，各部局聞の連絡調整に当るとともに，学長及び短大担当理事の諮問に応ず
ることを目的としての連絡調整委員会に改組し毎週定例的に開会する必要がある。
(2) 各科，科内会議について
現在実施されている各科の科内会議について，その位置づけ ，定例化， 審議決
定すべき事項，審議の方法，結果についての処理方法，さらには，必要に応 じて
の学長及び短大担当理事の出席などを中心にして整備し 明文化する必要がある。
（司 各種委員会について
現在置かれている各種の委員会の他に 「入試対策委員会」を常置の委員会と し
て設けるべきであろう。
現在の，各委員会については， その性格と機能を検討する必要がある。 このこ
とについては，事務局との関連において検討し，全体としての合理化・能率化を
図る必要がある。また必要に応じ，学長及び短大担当理事は，各種委員会に出席
し，意見を述べる必要がある。
昭和48年入学者が定員をはじめて上廻って以来 教員定数改善についての国の施策によ
る教員需要の増加と，養護教諭コー ス，初等教育学科の実績評価の定着が相まって，入学
者は年々増加し，その波及効果が既設三科に及んで，全学的に入学者の増加をみるに至った。
次の表は， 49年度以来の入学者の推移である。
各科 別入 学者推移表 (3) 
（昭和49～昭和53年度〉
年度 服飾美術科 工芸美術科 保健体育科 初等教育学科 言十（）家厨ヰ学コ スー （）養護教諭コ スー
4 9 14 °yへ 8 3人 5 8 1 1 9人 583人
( 5 5 ( 1 2 8）ヘ
5 0 
1 4 8 
7 1 
63 
1 2 8 649 
( 1 6 8) 
5 1 
1 4 7 
8 3 
7 2 
1 4 4 7 3 3 
( 2 0 5) 
5 2 
1 5 7 
8 2 
82 
1 5 5 792 
( 2 2 3) 
5 3 
1 9 6 
1 0 1 
1 0 0 
1 4 7 8 2 8 
9 6) ( 1 8 8) 
言十 788 4 2 0 3 7 5 6 9 3 3,5 8 5 ( 3 9 7) ( 9 1 2) 
合計 2,3 4 0 9 11 7 6 1 986 6,8 8 1 ( 6 1 2) 。，27 1) 
この様な学生増加に対応するため， 教授組織の充実はもとより，50年， 52年の 2度にわ
たって校舎 ・図書館の増築を行っているが その概要は次表のとおりである。
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年度 種 類 構 造 面 積 所要経費 総、 面 積
rC 円 rC 
A 棟 建設費
校 舎 鉄筋コンクリ ト 586,284 1 9 2,l 5 0, 0 0 0 校舎
5 0 造 3階建 B 棟 7, 4 1 4. 0 4 
7 8 9,9 3 8 設備費 （含図書館）
6, 7 7 8, 5 1 5 
渡 b廊下 鉄骨造 8 3,9 0 4 
校 舎 鉄筋コンクリ 卜 531,354 建設費 校舎造 3階建 1 0 5, 0 0 0,0 0 0 8,24 3.81 
5 2 
図書 館 I 2 9 8,4 1 6 設備費 （内図書館〉
2 階建 5, 0 9 4,0 7 5 4 0 9,2 6 6 
尚，これより前，昭和48年10月23日， 南部忠平教授の 「不滅の偉業を讃え，長年にわた
る青少年健全育成への情熱を継承して本道の発展に寄与する」ために，「財団法人南部忠
平記念財団」 が設立された。記念財団はその事業のーっと して 昭和49年11月初日「南部
忠平記念スポーツセンター」を本学校地内の貸与地に建設した。 （貸与敷地面積4,500m2)
同センタ ーは， 延床面積1,569,008ni2で， 南部顕彰室のほか，体育室，トレーニング室，
研修室，研究室等をもっている。 建設のため2億 8干5百万円の経費を要した。尚，財団
の役員は次のとおりである。
理 事 長 7Jく 出 久 雄 株式会社北海道相互銀行取締役社長
常務理事 浅 井 猛 学校法人浅井学園理事長
理 事 古 瀬 卓 男 学校法人浅井学園常務理事，北海道女子短期大学教授
理 事 JI [ 崎 静一郎 日本栄養食品株式会社取締役社長，道体協理事長
理 事 石山 田 政 勝 岩田醸造株式会社代表取締役会長，道体協副会長
理 事 塩 進 作 北海道熱供給公社社長
理 事 菊 地 久 治 元喜茂別町長
理 事 奈良岡 健 北海道女子短期大学教授
理 事 東 昇 北海道女子短期大学教授
陸li: 事 梶 浦 善 次 北海道女子短期大学学長
監 事 倉 島 繁 北海道女子短期大学教授
「記念スポーツセンタ ー」の存在は，地域社会はもとより，本学学生のためにも大きく
貢献している。
この様な外的事項の整備にもまさって，教官組織の充実，教育課程の改善など内的事項
の向上が必要なこ とはいうまでもない。 その整備充実の努力が併行して行なわれた。 この
こともまた当然に財政支出の増大を伴う。
15 
昭和41年以来の国による私学助成及び道費補助の収入は次の表のような推移を示している。
助成金 ・補助金収 入推移表
年度 国費助成 道 費補助 言十 人件費 K占める割 合
4 1 1 7 0,0 0 0円 1,2 7 8,0 0 0円 1,4 48,0 00円 4. 3 % 
42 6 4 6,0 0 0 2,0 2 3, 0 0 0 2, 6 6 9,0 0 0 6. 0 
4 3 577,000 2,0 2 5,0 0 2,6 0 2,0 0 0 4. 9 
44 350,000 2,1 5 5,0 0 0 2,5 0 5,0 0 0 3. 8 
4 5 5,3 5 8,0 0 0 2,121,000 7, 4 7 9,0 0 0 9. 7 
46 7, 1 1 4,0 0 0 1,412,00 0 8,5 2 6,0 0 0 9. 5 
47 1 9, 1 4 1, 0 0 1,23 1,00 0 2 0, 3 7 2,0 0 0 1 9.4 
48 2 7,6 2 6,0 0 0 1,8 0 0,0 0 0 2 9,4 2 6, 0 0 0 2 4. 9 
49 4 3,8 8 7,0 0 0 1, 9 3 8,0 0 4 5,8 2 5,0 0 0 2 7.3 
5 0 6 6,2 7 0,0 0 0 2,0 5 3,00 0 6 8,3 2 3,0 0 0 3 l. 1 
5 1 9 4,1 5 8,0 0 0 2,0 3 3, 0 0 9 6, 1 9 1,0 0 0 3 4. 4 
5 2 9 6,9 8 8,0 0 0 2,0 3 3,0 0 0 9 9, 0 2 1,0 0 0 3 l. 6 
しかし，これらの補助は経済の高度成長を背景としての人件費，物件費その他諸経費の
急増に対応するためには程遠いものであって 学校財政の健全化のためには依然として，
学生納入金の改訂に拠らざるを得なかった。
次の表はその推移を示している。
学生 納入 金推移表 (2) 
納 入 金 絵、 計 （年 額〕
年度 検定料 入 学 金
服飾美術科 工芸美術科 保健体育科 初等教育学科
4 8 5,0 0 0円 5 0,0 0 0円 2 2 0, 0 0 0円 2 2 9,0 0 0円 231,000円 2 2 9, 0 0 0円
49 5,0 0 0 5 0,0 0 0 2 2 0,00 0 2 2 9, 00 0 2 3 1,0 0 0 2 2 9,0 0 0 
5 0 6,0 0 0 8 0,0 0 0 2 6 8, 0 0 0 2 9 6,0 0 0 3 0 1, 0 0 0 2 9 5,000 
5 1 1 0, 0 0 0 100,000 3 2 2, 0 0 0 3 3 2,0 0 0 
体337,000
330,000 養 33 8, 0 0 0 
5 2 1 0,0 0 0 1 2 0,0 0 0 3 2 8, 0 0 0 3 3 8,0 0 0 
体34 3,0 0 0 
3 3 5, 0 0 0 養34 5, 0 0 0 
5 3 1 2, 0 0 0 1 3 0,0 0 0 357,000 3 7 2, 00 0 
体377,000
3 6 5,0 0 0 養380,000
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かくして48年度以降，学校財政は次第に好転しはじめた。次表に示す消費収支差額にお
ける赤字解消の推移，負債率，本院勘定の推移がこのことを示している。
消 費収支差 額推移表 （2)
（昭和 53.12. 5現在 ）
年度 単 年 度 累 積 負債 率 本院勘定
4 8 28, 578, 000円 1, 979, 412円 71. 1 % 81, 819, 493円
4 9 L'-. 17, 081, 304 どと込 15, 101, 892 64. 9 81,819,493 
5 0 i三与 9, 972, 779 ι：，＿ 25, 07 4, 671 60. 5 80, 617, 443 
5 1 25, 228, 406 153, 735 48. 3 80, 617, 443 
5 2 720, 761 874, 496 40. 8 80, 617, 443 
5 3 。
尚，表の消費収支差額の推移については， 48年，短大創立以来はじめて 3干万円の基本
金組入れが可能になって以来，49年 l億円， 50年 1億5干 6百万円， 51年 1億 9干6百万
円， 52年2億 9千6百万円の基本金組入れ後のものである。
かくして，本学の基盤は， 50年代に入ってようやくにして確立した。
この間，昭和50年9月30日創立以来本学の教育・研究の象徴的存在であった初代学長田
所哲太郎教授が高齢のため退職し，同年10月 1日梶浦善次教授が第 2代学長に選出されて
就任し現在に至ってし喝。
V初等教育学科の設置と現状並びに課題
昭和21年12月27日，教育刷新委員会は第 1回建議の中で「教員養成は総合大学及び単科
大学に教育学科を置いてこれを行う」と決議しているが これは六三制採用の決議と同日
であって，戦後の教育改革の中で，かなり早い時期に，教職の原理と教員養成の理念の方
向づけが行われている。この教員養成における開放制の原則に従って，昭和23年 5月当時
「教員養成諸学校 」と総称された7種類 125校に及ぶ諸学校は 昭和24年5月新制国立大
学の成立とともに，教育学部， 学芸学部の母胎となり，あるいは学芸大学となった。そし
て同月31日法律第 147号「教育職員免許法 」公布によって 教員養成制度は全く 旧制度か
ら新制度へと転換 Lたのである。
しかし，この決議は，過去80年間にわたる日本の教員養成政策の過程で生じていた様々
な問題と関連していたため，新制中学校が発足し，新制高等学校が発足して，大学の再編
成が問題となっても，なかなか具体化されなかった。
しかも，昭和22年4月段階の試算では，六三制実施に伴って急増する新制中学校の教員
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需要純増分は，その後 3年間で約17万 3干人に達する。これに対して，国民学校高等科か
ら転じうる教員 1万5干人，旧制中学校から転じうる教員6万1干人とみても，差し引き
4万人の義務教育教員が不足するという深刻な問題が生じていた。 （以上太田勇戦後日
本教育史P.155～P.160参照）
戦後の教員不足は，以上の様に全国的な問題ではあったが，その中でも北海道は，他府
県と比較して最も不足した地域であった。このことについて「 学制百年史」は次のように
述べている。「終戦直後の学校教育は 校舎の焼失 破損等による教育環境の荒廃のみで
なく，教員の不足や無資格教員の悩みも深刻であった。敗戦による価値観の転換と社会生
活の混乱と窮乏とが，多くの教師に不安と動揺を与え，食糧難や生活苦も加わって教職を
離れる者，また教職への魅力や自信を失いその職を去る者が少なくなかった。教員は，当
時の制度下の有資格教員のほか，高年令の退職教員の再採用によってもまかなえず，教員
免許状を所有しない中等学校卒業者等を助教として多数採用したが，そのなかには高等女
学校卒業者が多かった。特に北海道・東北などのへき地においては，いわゆる『豆訓導』
と称して国民学校高等科の卒業者を教壇に立たせるというような事態も生じていた。昭和
25年当時の助教諭相当の教員数は 全教員数の約4分の 1に達し，その約70%近くは女子
であった。また，中堅層の教員を欠くゆがんだ教員構成の学校が多く，しかも，助教等の
定着率は低く依然として教員不足の状況が続いた。一方，占領政策としての教育関係者の
適格審査と不適格者の教職追放に関する指令に基づく措置がきびしく，教育界は大きな不
安につつまれながら，新教育への道を歩まなければならなかったのである。」
北海道は新学制実施に伴う教員補充の立ち遅れが著るしく そのため30年を過ぎても満
足な需給状況ではなかった。
昭和25年4月末現在の本道教員の不足数は次のとおりで その深刻さが伺える。
小・中・高校の教員不足数
寸戸斗ιー 校 所 要 数 現 在 数 不 足 数 不 足 率
企そ孟f. 校 20, 092人 15, 788人 4, 304人 21. 4 % 
中 そA主F,. 校 I 0,998 9, 237 1, 761 16. 0 
高等学校 4, 584 4, 224 360 7. 9 
計 35, 674 29, 249 6, 425 18. 0 
昭和26年4月，本道の教員養成機関の終了者中，教職についた者の合計 819名，他方25
年1月から12月までの退職者2,694名であって、道内養成機関では到底充足される状態で
はなかった。 26年度の教員構造並びにその比率を変えず，退職率推定9%としても， 27年
から31年までに小中学校の補充必要教員数は， 23,491名であって， 26年度から 5ヶ年閣の
北海道学芸大学卒業・修了推定数は 4, 467名にすぎない。道外教員養成機関に依存する
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か，道内無資格者をもって充足していくしか方法がなかった。
北海道教育委員会は，発足以来，教員の需給対策に最も力を入れた。財政の危機状態に
直面しながらも人件費の大幅確保に努め，全国に人事担当者を派遣して教員確保に努め，
無資格者を採用して勤務させながら資格取得の途を講ずるなど 教員の需給対策に全力を
注いだ。
しかし，北海道学芸大学の卒業・終了者の中には，道内の小・中学校に就職しなかった
者も多かったこともあって，思わしい成果をあげ得ないまま， 30年代を経過したのである。
40年代に入っても，なお，第 3次標準法改正のことなどもあって，欠員状況が続くが，
さらに，長い経過の中で生じた無資格教員解消の問題は依然として残っていた。また教育
職員免許法附則3項適用教員の多さも，教科専任教員としてでなく，小学校教員の不足解
消のために生じたものであるだけに問題を残している。
次の表は，公立小・中学校の欠員状況及び，助教諭・講師の状況と40年代後半の道教育
大卒業生の就職動向を示している。
配置定員・現員推移
年度 定 Fl 現 員 欠 員 助教諭・講師
35 34, 433人 34, 064人 369人 471人
40 36, 7 44 36, 551 193 348 
45 35, 966 35, 863 103 104 
毎年度 5月1日現在 道教委財務課調
北海道教育大学卒業者の動向
卒業 卒業後の状況 道内教員
年度
ρ寸主三4ー与 科 名 卒業者数
その他教職進学未就職 就職率道内教員 道外教員
小学校教員養成課程 625 3 8 0 1 1 3 9 1 4 1 6 0.8
中学校教員養成課程 268 1 6 5 29 48 26 6 l.5 
特別教科（音楽） 2 8 8 3 1 2 5 2 8.5 
46 
特別教科（美術・工芸〕 2 9 6 。 1 3 1 0 2 0.6
養護学校教員養成課程 2 1 1 1 。 8 2 5 2.3 
計 9 7 1 570 1 4 5 1 7 2 84 5 8.7 
小学校教員養成課程 6 3 8 362 1 2 9 8 1 6 6 5 6.7 
中学 校教員養成課程 294 1 6 9 47 4 3 3 5 5 7.4 
特別教科（音楽） 2 9 9 。 9 1 1 3 1.0 
47 
特別教科（美術・工芸） 2 3 4 4 7 8 l 7. 3 
養護学校教員養成課程 2 1 1 3 3 3 2 6 1.9
計 1,0 0 5 557 1 8 3 1 4 3 1 2 2 5 5.4 
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卒業 卒業後の状況 道内教員
年度 学 校 名 卒業者数 道内教員 道外教員 その他教職進学未就職 就職率
小 学校教員養成課程 6 2 6 397 1 0 4 7 7 48 6 3.4 
中学校教員養成課程 279 1 6 8 42 3 5 3 4 6 0.2 
特 別 教科（音楽） 28 1 3 1 7 7 4 6.4 
4 8 
特別教科（美術 ・工芸） 3 1 6 。 1 3 1 2 1 9.3 
養護学校教員養成課程 2 0 1 5 1 2 2 7 5.0 
計 9 8 4 5 9 9 1 4 8 1 3 4 1 0 3 6 0.8 
小 学校教員養成課程 5 9 8 435 68 57 3 8 7 2.7 
中学校教員養成課程 275 1 9 0 2 3 34 2 8 6 9.1 
特別 教科（音楽） 2 5 1 1 。 9 5 4 .0
49 
特別教科 （美術 ・工芸） 2 3 9 1 7 6 3 9.1 
養護学校教員養成課程 2 0 1 6 。 1 3 8 0.0 
計 9 4 1 6 6 1 9 2 1 0 8 8 0 7 0.2 
小学校教員養成課程 6 1 5 449 4 5 64 5 7 7 3.0 
中学校教員養成 課程 2 9 2 2 1 7 1 9 28 2 8 7 4.3 
特 別 教 科（音楽） 27 1 2 。 4 1 1 4 4.4 
5 0 
特別教科〔美術 ・工芸〕 2 6 8 1 1 1 6 3 0.8 
養護学校教員養成課程 1 9 1 3 1 1 4 6 8.4 
計 9 7 9 6 9 6 6 9 8 1 1 6 7 1.4 
注 調査日各年度10月1日現在 道教委教職員課調
次の図表は，「北海道教育長期総合計画」（昭和51年） P.364より転載 したもので，札幌
市を除き，校長 ・養護教員を除いた附則 3項適用者調査結果である。
19, 270人 パ 小学校教諭免許状所有者43年 5月 1日 I 8,519人（96.I係）
50年8月 1日 I ¥' 小学校教諭免許状所有者
16, 344人 I ¥ 15. 466人（94. 6係）
附則 3項適用者
759人（3.9 % ) 
（教科別末調査）
附則 3項適用者
727人（4.4 % ) 
音楽 71人（ 9. 7係
美術 64人（ 8. 8 % 
保体 159人（21. 8係
家庭433人（59.5 % 
ちなみに，本学卒業生の中で附則3，項を適用され小学校教員と して就職した者は次のと
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おりである。
年度 3項適用者 左の 内訳
3 9 7人 家庭 7人
4 0 3 I 3 
4 1 1 5 I 1 5 
4 2 9 I 6 美術2人保体 l人
4 3 5 ／ 1 I O グ 4
4 4 8 ／ 3 I I I 4 
言十 4 7 I 3 5 ／ 3 I 9 
尚，この期間中に，中学校教員として就職した者は62名であって，その内訳は家庭27名，
美術1名，保健体育34名である。
また，本道の小・中学教員の需給と関連 して見落してならないことは，その男女別構成
についてである。本道においては 戦前は女子高等教育機関がほとんどなかったこともあ
って，女子教員の占める割合は，全国平均に比して小・中学校ともかなり低い。下図がそ
れを示している。
50 
40 
30 
20 
10 
% 
小 ・中学校の女子教職員の占める割合
51. s_____ JiZ-_3 51. s 
48 4 48y ＿＿＿一一一一 一 －一一一ー 全国小学校
28. 2 
15. 8 
年 40
札幌市
47年 f小学校 3. 0% 
l中学校 20. 9% 
48年 t小学校 32. 4% 
l中学校 20. 2% 
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一学校基本調査
前掲
道教育長期総合教育
P. 363より
48 
北海道中学校
（出昭和40年から41年十て小学校の女子の比率が高いのは， 期限付採用助教諭K女子の占める割合が
高かったととによるものである。
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以上述べたように，本道の初等教員養成の極めて特徴的な経緯を背景として，本学初等
教育学科は昭和44年入学定員50名をもって設置された。尚，これに伴って，工芸美術科の
入学定員 100名を50名に減少した。
設置申請に先立って，昭和43年 6月8日，本学は，文部省大学学術局庶務課長，同管理
局振興課長の事情聴取に対し，次の様に設置理由を説明した。
「近年本道の高校女子卒業生で小学校教員を希望する者が多く，その数は年々増加の傾
向にある。しかし，本道唯一の養成機関である北海道教育大学の入学定員は希望に十分に
応えうる数ではない。
また，本道の初等教育において，女子教員の占める割合は3 全国平均に比して著る しく
低く，教育現場に様々な問題を生じている。この様な問題を解決するため，早くから，女
子小学校教員養成機関の設置が要望されていた。 本学が，従来服飾美術科，工芸美術科，
体育科を有し，小学校教員養成のための教官組織が最も容易であると考えられ，関係各方
面より設置要望が寄せられている。その際，北海道教育大学が，戦後の大学再編成過程で
北海道学芸大学となり，教員養成大学と してでなく一般大学への志向を強めたため， 音楽・
美術・体育などの指導力に問題のある小学校課程卒業生もみられ，小学校教員養成の問題点と
なっていることに鑑み，特に，これらの教科に優れた指導力をもっ教員養成が望まれている。
また，本学卒業生の中，多数が中学校教諭2級普通免許状を授与されているが，その多
くが，教育職員免許法附則第三項の適要を受け小学校に配置されていること，将来の専科
教員問題，あるいは教科協力体制への対応も考えて，既設三学科の学生にも，副免と して
小学校教諭の免許取得の途を講じて置く必要があり，学生も強く それを望んでいる。
以上の様な本学内外の要望に応えるため初等教育学科の設置を計画した。 尚， この際，
各科教官の中，教員養成に深い経験と学識を有する者を配置転換することによって，既設
各科との連係を機能的に進めうるような教官組織を考慮している。この計画実施に伴って
工芸美術科の入学定員 100名を50名に減少する。」
この設置計画に対し，昭和43年9月26日，北海道小学校長会会長は，「 当会理事会の議
を経て貴計画に賛意を表し その実現を期待する。」と して次の様な所見を寄せられた。
「当小学校長会は，かねてより音楽 ・美術・体育・家庭などの各教科は，専科教員に担
当させることの必要性を主張してまいりました。札幌市小学校における教科協力体制の実
施が大きな成果をあげていること もあり 小学校教育振興上不可欠と考えられる専科教員
配置の具体的施策を各方面に要望 してまいりました。 しかも，北海道におきま しては，こ
れら各教科の専門教員の不足がかねてより問題となっているのでありま して，将来，これ
らの各教科にすぐれた小学校教員の養成こそ不可欠のものであります。今回貴学がこの点
に着目して初等教育学科の設置を計画されましたことは誠に時宣にかなったもので，本道
初等教育に貢献される処大なるものがあると考えます。」
学校財政の極めて困難な時期であったため計画実現には多くの問題があったが，昭和44
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年3月3日設置が認可された。
設置申請に際し，困難な問題の一つであった「教育実習」については，江別市教育委員
会の全面的協力を得て解決しえた。
設置の目的を具体化するための最初の教育課程は，次表の様に編成した。
区
年次及び単位数
科 目 1年目 2年目 備 考
区
年次及び単位数
手4 自 l 'q三目 2年目 備 考
分 前後 前後 言十
期期 期期
分 前 後前 後計
期期 期期
国 三日五ロ ② ② 保育原理 ② ② 
社 会 2 2 教育原理 ② ② 
理 科 ② ② 教育心理学 ② ② 
算 数 2 2 児童心理学 2 2 
家 庭 ② ② 教育方法論 2 2 
ソノレプエ ① 1 ①1 シユ教 三日台L
＝戸』コ
で"iゐ－ I I 2 （合唱を含む）科
器 楽 ① I I 1①3 （合奏を含む）
Vて
楽 指揮法
教 教育関係法規 2 2 
職 教育実習 I 3 4 
tて
道徳教育の研究 ② ② 
教材研究国語） ② ② 
関
教材研究（社会） 2 2 
関 鑑賞法 I I す 教材研究（理科） ② ② 
す 水 彩 ① ① 音，図，保体
の各群Uてつい る 教材研究（音楽） ② ② 
デザイン ① ① てはそれぞれ
る の必修単位の
図 日本画 I I ほか，どれか
専 一科目群を選
画 彫 塑 I 択し，＆＇.・、修のと
門
と
工 版 画 I 
教材研究 ② ② 
専 （図画工作）
教材研究 ② ② （保健体育）
門
教材研究（家庭） ② ② 
科 教材研究（算数） 2 2 
科 作 染 色 I 日
保育内容の研究 2 2 （音楽リズム）
f由 彩 I I 
日
保育内容の研究 2 2 （絵画製作）
金 工 I I 保育内容の研究 2 2 （健 康）
体育実技 ① ① ダンス，体操， 保育内容の研究 2 2 語）
保 体育実技 （各シーズン集 水泳，スキー，
健
中実習） ① スケート
体 体育実技 I I 2 球技，陸上，
保育内容の研究 2 2 （自 然）
保育内容の研究 2 2 
（社 会）
育 体育原理 2 2 社会福祉 2 2 そ
体育管理 2 2 
の 児童福祉 2 2 
他
専 栄 養 戸て地f一 2 2 集中講義
M 
科 育 児 戸で主子4一ら 2 2 
日
小児病学 2 2 
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この教育課程について 43年11月20日 大学設置審議会大学設置分科会より実地視察の
ため，谷川久治（元千葉大学長・衛生学），福田邦三 （山梨大学長・生理学〉，霜山徳爾
（上智大学文学部教授・心理学）の三委員が来学したが その際 「主目的が小学校教員
養成にあるならば，この教育課程が妥当であるかどうか。幼稚園教諭養成のための教育課
程であるならば大賛成であるが………云々 」との批判があり ，本学と，三委員，特に霜山
教授との間で激しい論争があった。しかし 一般大学を志向した当時の北海道教育大学小
学校課程卒業者の技術教科についての指導力の問題もあって，教育課程の展開に当って留
意すべき点についての指導助言のもとに承認された。
創設以来の入学者と卒業生の推移，及び卒業生の教職就職状況は，次表のとおりである。
教職就職状況
年度 入学者数 卒業者数 教職就職率
員」テ注4 校 幼 稚 園 そ の 他
4 4 3 2人 一人 人 一人 一人 _% 
4 5 5 7 46. 3卒 31 2 4 3 4 1 0 0. 0 
4 6 5 2 47. 3卒 50 1 9 1 6 I 1 9 2.0 
4 7 4 7 48. 3卒 47 1 8 1 9 2 8 2.0 
4 8 1 0 5 49. 3卒 47 2 0 1 6 7 9 l.5 
4 9 I I 9 50. 3卒101 3 6 2 9 8 7 2. 3 
5 0 I 2 8 51. 3卒11 6 9 4 3 I 4 5 6. 9 
5 1 1 4 4 52. 3卒12 5 9 5 7 I 4 6 4. 0 
5 2 53. 3卒13 8 1 7 6 4 9 6 5. 2 
昭和49年度からはじまった第4次標準法改正に伴う定数改善の進行に逆行するかのような
小学校教員登録状況は留意しなければならなし、（次表参照）。幼稚園就職者の漸増は，北海道総合開
発計画の一環としての教育長期総合計画の実施とともに今後も変わることがないと思われ
る。それとともに今後 授業内容をそれに合致させるよう再検討すべしとする主張を生み
出すと思われるが，それはやはり前述の「逆行の原因」の確認を伴って検討さるべきであ
ろう。同時に，教職就職率の低下の他の一因となっている幼稚園就職対策の取り組みの積
極化が課題となろう。
初等教育学科設置の認可申請に当って，文部当局よりその「将来の計画」を問われ，本
学は，次のように答えている。
「高等学校女子卒業生で，将来小学校教員を希望する者は相当に多L、。本道においては
その養成機関は北海道教育大学に限られ，進学の可能性も狭くまた特色ある教員養成とい
う点からも種々の問題が問われている。
24 古瀬 ：北海道女子短期大学15年史
公立学校教員採用選考検査の状況
年 志 願者 数 受験者数 登録者数 登録率
区 分
度 男 女 計 男 女 計 男
小 学校 518 263 781 488 239 727 378 
中学校 346 946 1, 292 305 793 1, 098 172 
高等学校 669 171 840 582 137 719 219 
46 
特殊学校 31 56 87 28 51 79 18 
養護教諭 192 192 187 187 
計 1. 564 1, 628 3守 192 1, 403 1, 407 2, 810 787 
小 学 校 532 294 826 504 272 776 418 
中 学 校 420 882 1, 302 389 716 1, 105 203 
高等学校 691 200 891 619 166 785 198 
47 
特妹学校 39 67 106 37 57 94 19 
養護教諭 247 247 236 236 
計 1, 682 1, 690 3, 372 1, 549 1, 447 2, 996 838 
小 学校 540 356 896 513 337 850 59 325 
中学校 564 968 1. 532 536 847 1, 383 16 176 
高等学校 697 208 905 640 178 818 159 
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特殊学校 39 67 106 36 61 97 2 4 
養護教諭 230 230 216 216 
計 1, 840 1, 829 3, 669 1, 725 1, 639 3, 364 77 664 
小 学校 498 377 875 470 355 825 80 318 
中学校 518 959 1, 477 476 806 1, 282 30 226 
高等学校 620 159 779 551 142 693 230 
49 
特殊学校 32 59 91 28 50 78 4 5 
養護教諭 226 226 219 219 
計 1, 668 1, 780 3, 448 1, 525 1, 572 3, 097 114 779 
小 学校 510 461 971 483 435 918 95 341 
中 学 校 506 1, 199 1, 705 456 1, 044 1, 500 39 289 
高等学校 784 176 960 684 148 832 247 
50 
特殊学校 54 87 141 49 70 119 7 13 
養護教諭 300 300 295 295 
計 1, 854 2, 223 4, 077 1, 672 1, 992 3, 664 141 890 
注1 年度は，採用年度を表 し， 選考検査は当該年度の前年度に実施
2 48年度以降上段札幌市登録者数
女 計 % 
220 598 82. 2 
315 487 44. 3 
59 278 38. 6 
21 39 49. 3 
175 175 93. 5 
790 1, 577 56. I 
222 640 82. 4 
295 498 45. 0 
59 257 32. 7 
22 41 43. 6 
222 222 94. 0 
820 1, 658 55. 3 
45 104 75. 0 209 534 
15 31 27. 8 178 354 
45 204 24. 9 
3 5 18. 5 9 13 
11 11 99. 0 203 203 
74 151 43. 3 644 1, 308 
60 140 79. 3 197 515 
26 56 38. 2 209 435 
72 302 43. 5 
4 8 39. 7 18 23 
11 11 91. 3 189 189 
101 215 54. 2 685 1, 464 
68 163 90. 0 322 663 
38 77 55. 7 469 758 
73 320 38. 5 
6 13 31. 9 12 25 
18 18 95. 3 263 263 
130 271 62. 8 1, 139 2, 029 
一道教委教職員課調一
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これらの事情を凝視し，東北・北海道に未だ設置されておらず，而も，本学既設各科と
の有機的連係によって可能と思われる“特色ある小学校教員の養成” の重要性を考え，
本学科の設置を決意した。
生活の高度化は，ますます深い専門的知識・技能を要求するし，このことは，女子の大
学進学率を高める。本学においても近い将来4年制大学設置の検討は不可避であろう。今
回設置する初等教育学科の発展・充実は，その核となるものであろう。」
V[ 体育科の改編と養護教諭養成
昭和43年 2月，北海道教育委員会事務当局より本学に対し 非公式ながら一つの要請が
あった。それは，体育科において養護教諭養成の方策を講じてもらえなし、かというもので
あった。この要請に対し，本学は，本道における従来の養成経緯，需給の現況，養成
機関設置についての法制上の問題点と対応の可能性の有無，さらには，将来見通し等々に
ついて，約 1年半にわたって慎重な検討を繰り返した。その結果 翌44年8月16日理事会
は，体育科を保健体育科として科名・教育課程を改編し，教育職員免許法の定める処に従
って，養護教諭養成の課程認定を受けるための申請を決議した。その聞の背景と経緯及び
養成の実態等について述べる。
昭和21年 3月の「第 1次米国教育使節団報告書」はその「保健教育」の中で次のように
述べ，学校教育の指向すべき保健教育の方向を示唆した。
「保健教育は小学校において重大な欠点があるように思う。そこでは生理も衛生も実際
にはほとんど教えられていないと同様である。医師団体に 学校検診の然るべき規準と方
法を立案するための研究をさせなくてはならない。ある種の検査には教師にこれを助けさ
せることもできょう。 （中略）医師，養護訓導，教師，生徒，父母を含めて，連続的検診
計画案を立てるべきである。 （中略）高等程度の学校にあっては，栄養学，衛生学及び教
授法の専門家が，時代に即した教材の作成に着手すべきである。あらゆる段階の教育を通
じて，必ずその必要が直ぐさま起こり しかもまた長く続くに違いない。 （以下略）。」
ここに示唆された保健教育の方向は，教育制度変革の一環として，小中学校の保健計画
実施要領，統計法（22年法律18号）による各種統計業務の整備，学校身体検査結果の指定
統計第15号としての指定（23年総理府告示〉など保健管理面から出発した。しかし，「保
健指導」の側面は，その内容の特殊性から性急な実績を期待することは不可能であった。
さらに，これは養護教諭の充足と密接にかかわることであって，本格的な養護教諭養成計
画策定に待たねばならなかった。
昭和24年 5月31日法律 147号「教育職員免許法」における養護教諭の基礎資格は， 1級，
2級とも「保健婦助産婦看護婦法」による看護婦免許状所有を必須としていた。このため
養護教諭養成計画は，免許取得希望者が極めて少なく実質的には全く成果を上げることが
出来ず絵空事にすぎない状態であった。そのため，教育現場は養護教諭の慢性的欠員状況
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のまま推移したのである。昭和27年7月，教育職員免許法の一部改正により，教育職員免
許状資格付与課程の認定制度が新設され，これによって養成機関も設置されるようになっ
た。すなわち，従前の制度では看護婦免許を必須の条件としていたため，看護婦養成機関
以外には，事実上，養成機関設置が不可能に近いものであったが，この措置によって 4年
または 2年の養成コースが認められ急速に機関数が増加することとなった。
北海道においては，当時養護教諭の数は極端に不足であり，養成機関も「北海道立養護
教諭養成所」 1機関のまま30年代を推移した。しかも，その卒業生も極めて少なく，広域
な本道の需要に応えるには程遠いものであった。北海道教育委員会では，養護教諭養成機
関の組織体制を確立するため， 27年 8月18日，道教育委員会規則第16号「北海道立養護教
諭養成所規則」を制定した。養護に関する専門科目は札幌医科大学に，一般教養科目と教
職に関する専門科目は北海道学芸大学に委嘱し，修業年限を 4年とした。前期3年は保健
婦助産婦看護婦法に規定する単位を修得し，後期 1年は養護教諭として必要な一般教養科
目，教職専門科目を履習することとした。従って30名以上の講師陣を必要とし，しかも，
募集人員を 200名としたが志望者は極めて少なく，効率的な養成機関でない処から， 28年
3月2日，道教育委員会告示第41号で15名を補欠募集することとした。受験資格は，甲種
看護婦有資格者とし，修業年限を 1年とした。この課程は定員通りの入学者があって学級
編成が整い，従前の4年課程と合わせて二種の養成コースが出来，ともに養護教諭一級普
通免許状が授与された。 24年，中学校学習指導要領の一部改訂で，体育と健康教育とが結
合されて保健体育となり 保健に関しての指導の必要が生じたことと，保健免許状取得者
が少数であったため， 29年度，養護教諭養成所の教育課程を改正して保健の免許状も取得
しうることとした。ところが 28年7月30日法律第92号「教育職員免許法の一部改正」に
より教育職員免許状資格付与課程の認定制度が新設されたため，これに基づいて， 29年4
月から養護教諭養成所に 2年課程が併置された。これによって， 4年課程の最終 1年課程
と二種の課程が置かれることとなった。しかし，養護教諭の数は，依然として極めて少な
く，昭和30年5月1日現在での道内養護教諭の充足状況は，次のようなものであった。
養護教諭の充足状況
う戸主じ4 校 種 別 弓ーミ子4 校 数 養護教員数 充 足 率
校 人 ヲる
寸，＂＇三 Lー 校 2, 2 7 5 I O 9 ( 6 6 ) 7. 6 9 
中 「戸斗子4 校 1, 2 8 7 2 5 ( 2 3 ) 3. 7 3 
高 等 －《ミf:. 校 3 4 7 I O I ( 1 0 ) 3 !. 9 9 
て回三三 f片斗F4 校 6 。 。
聾 7戸斗4与 校 8 2 2 5. 0 
計 3, 9 2 7 2 3 5 8. 5 3 
（出 ]. ( ）は養護婦で内掲
2. 昭和30年 5月 1日現在数
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30年12月5B，各種の教員養成機関を同一規則に統合するため 道教育委員会規則第21
号「北海道教員養成所設置規則 」が設けられ，僻地教員養成機関五ケ所と保健体育科教員
養成機関一ケ所と合わせ，養護教諭養成所もこれに基づくこととなった。 このため27年に
制定された「北海道立養護教諭養成所規則」は廃止された。前記「養成所設置規則」によ
ると，第一部は看護婦免許状所有者を対象としての一年課程，第二部は高等学校卒業者を
対象としての二年課程とし，第一部50名，第二部 100名を募集定員とした。しかし，第一
部の志望者は極めて少なく，毎年10数名程度であった。 （次表参照）
養護教諭養成所の募集人員と卒業生の推移
募 集 卒 業 課 程
年度 人 員 年 度 人 員 年 数
2 3 5 0人 2 4年 ( 2 5. 3卒） 1人 2年
2 4 5 0 2 5 ( 2 6 3 ) 8 2 
2 5 5 0 2 8 ( 2 9.3 ) 1 5 4 
2 6 5 0 2 9 ( 3 0. 3 ) l O 4 
1 0 2 9 1 0 2. 6 
2 7 
2 0 0 3 0 ( 3 l.3 ) 3 4 
2 8 1 5 2 8 ( 2 9.3 ) 1 5 1 
2 9 5 0 2 9 ( 3 o.3 ) I 8 I 
5 0 3 0 ( 3 l. 3 ) 3 1 
3 0 
1 0 0 3 I ( 3 2. 3 ) 3 0 2 
5 0 3 I ( 3 2 3 ) 1 2 1 
3 1 
1 0 0 3 2 ( 3 3 3 ) 2 8 2 
3 2 5 0 3 2 ( 3 3 3 ) 5 1 
（泊 北海道札幌女子教員養成所同窓会誌「あゆみ」7号より
北海道教育委員会も，この頃より現職教育に取り組みはじめている。例えば， 30年7月
28日から 8月10日までの夏季休暇中に，現職の養護教諭 ・助教諭（養護婦）を対象として
「養護教諭現職教育公開講座」を聞き，公衆衛生学 1単位，予防医学 1単位を認定してい
る。
昭和31年6月30日法律第 162号「 地方教育行政の組織及び運営に関する法律」が公布さ
れ，その第30条教育機関設置に関する条項に該当するものとして「教員養成所」 6校が指
定された。道教育委員会は， 32年4月1日道条例第25号「北海道教員養成所条例」が公布
されたことに基づいて 「北海道教員養成所」のうち「養護教諭養成所」を「札幌女子教
員養成所」 と改称， 4月24日「北海道教員養成所施行規則」及び「北海道教員養成所処務
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規程 」を制定，4月1日に遡って適用することとした。
以上のように「養護教諭養成所」は発足以来極めて変則的な状態におかれてきたため，
卒業者の学歴も多様であり 養護教諭の需要に応えるには，数的にも，質的にも全く不完
全なまま推移した。
道教育委員会が，養護教諭養成についての要請を非公式とはし、え，本学に行なった背景に
は，以上のよろな事情があったもので，要請当時， 道教育委員会事務当局は，常に，慢性
的欠員状況の対策に苦慮していた。
この社会的要望に対し，本学は， 前述のよ うに慎重な検討の結果，従来の体育科を保健
体育科と科名変更し，医学・ 看護学関係科目の増加を中心とする教育課程の改訂を行い，
教育職員免許法に基づく課程認定を申請した。
当時の理事会決議録（48. 8 16）には次のように記録されている。
「体育科においては，中学校教諭二級普通免許状保健体育が授与されるので， 中学校に
おいて保健の授業を担当する卒業生も多い。そのため従来から体育実技のみならず保健教
科にも意を注いできた。学生の中には，保健関係教科を専攻し，それによって社会に活躍
の場を得たいという希望を持っている者も多L、。更に，北海道においては，養護教諭の養
成が， 養成機関・養成人員ともに誠に貧弱で，社会の需要に応えるには程遠いものである。
このため，道教育委員会は，毎年その必要数確保に苦慮している。また各校長会など関係
者はその抜本的改善対策を強く要望している。昨年来関係各方面より本学に対し養護教諭
養成を考えて欲しい旨の要望が寄せられている。学内各機関において種々検討を重ねてき
たが，幸い北大医学部，江別市立総合病院の全面的協力も得られたので，体育科の教科目
に車に医学・保健関係教科目を増強するなど教育課程を改善整備し，教官組織の充実を図
りまた新しい教育内容に相応しく科名を保健体育科とする。 これによって，教育職員免許
法の規定に従い養護教諭養成の課程認定を受けたい。以上の理由により，学則一部変更，
寄付行為一部変更を実施する旨決議した。 」
また，昭和44年 9月28日文部大臣に提出した寄付行為認可申請書は次のようになってい
る。
イ 寄付行為変更の条項及びその事由
この法人は，従来短期大学及び各種学校を維持経営してきたが今回新たに短期大
学の体育科の科名を変更することになったので これに伴い寄付行為の一部を次
のとおり変更する。
(1) 第四条のー
北海道女子短期大学 服飾美術科・工芸美術科・体育科・初等教育学科・専攻
科（服飾美術専攻・工芸美術専攻・体育専攻）を
北海道女子短期大学 服飾美術科・工芸美術科・保健体育科・初等教育学科・
専攻科（服飾美術専攻・ 工芸美術専攻 ・体育専攻）と改める。
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事由
本学は，北海道における女子高等教育機関がその数において不足であり，またその学
科の多くが文科系ないし家政系であることに鑑み昭和41年度より体育科及び工芸美術
科を増設した。特に体育科卒業生は中学校二級普通免許（保駐体育〉を授与され，中
学校における女子の保健体育担当教員の不足もあって第一回 第二回卒業生と もその
多くが中学校・小学校に就職し社会に貢献している。
本学の体育科は従来より，単に体育実技，なかんずく各種スポーツの実技指導にのみ
重点を置かず，その理論的基礎となる医学的教科についての教育・研究にも意を注い
できた結果，特に保健教科を専攻したいとの希望を有する学生が次第に多くなり，ま
た卒業生の多くが中学校の保健を担当し，企業体において衛生管理者的業務に従事し
ていることからも，若干の医学関係教科目を加えて教育課程を改正し，これに伴って
科名も保健体育科と変更したいと考えた。
この申請は44年12月15日文部大臣より正規の課程として認定を受け，45年度より本格的
に養護教諭養成を開始することとなった。
当時の北海道における養護教諭の需給関係は次表の示すような状況であり， 受験者の殆
んど全員を登録しても，例えば道外養成機関出身者の赴任拒否など，なお慢性的欠員状況
が続いていた。
養護教諭需給関係表
（公立学校教員採用選考検査結果より）
年度 受験者数 登録者数 採用者数 他就職者数 未採用者数
4 6 1 8 7 1 7 5 1 1 2 6 3 。
4 7 2 3 6 2 2 2 1 6 8 5 4 。
4 8 2 1 6 2 0 3 1 4 7 5 6 。
4 9 2 1 9 1 8 9 I 5 5 3 4 。
5 0 2 9 5 2 6 3 2 I 7 4 6 。
5 I 3 0 2 2 8 0 2 2 8 4 6 6 
A I 2 2 1 0 6 1 6 。
5 2 4 5 3 
B 2 9 8 I 8 9 1 0 9 。
A 4 2 4 2 。 。
5 3 4 9 7 
B 4 0 8 2 9 9 I O 9 。
（注） 49年度以降札幌市を含まない。
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このような状況の下で， 本学養護教諭コースへの入学希望者は年とともに激増したが，
開設以来の入学者とその卒業後の教員就職状況の推移は次表のとおりである。
入 二ー孟子£， 
入学者とその教職就職状況
（養護教諭コー ス）
養護教諭就職状 況
学 校 種別配置 内訳
年度 人 EヨL 卒業年度 就職人員
小学校 中学校 高 校 特殊学校
4 5 8 3人 4 6 ( 4 7 3) 6 2人 45人 1 2人 3人 2人
4 6 8 l 
4 7 
( 4 8.3 ) 7 4 55 9 l O 。
4 7 8 3 
48 
( 4 9.3 ) 7 2 4 3 26 2 
4 8 1 1 2 
4 9 
( 5 0.3 ) 1 0 5 5 8 34 l 2 
4 9 1 2 8 
5 0 
( 5 1.3 ) l 2 4 7 2 4 1 l O
5 0 1 6 8 
5 1 
( 5 2 3 ) 1 5 7 97 5 0 8 2 
5 1 205 
5 2 
( 5 33 ) 1 9 8 1 4 1 5 2 4 1 
計 860 言十 7 9 2 5 1 1 2 2 4 49 8 
性） 54年度就職予定者（登録者）は146名である。
入学者の92.1労が養護教諭として全道各地，東北各県，千葉，埼玉方面で活躍 してい
る。 北海道にあっては，現在小学校で38.5%，中学校で35.5%，高等学校で17.8%が本学
出身者であって，本道の養護教諭充足に果たした役割は大きい。
次に本学養護教諭コースの教育課程について特に附言したい。基本的には， 養護教諭養
成機関の教育課程は，養護教諭の職務内容と関連し， 学校保健の領域の明確な認識を基礎
とすべきものである。
養護教諭の職務内容については，昭和24年の「中学校保健計画実施要領 」，昭和26年の
「小学校保健計画実施要領 」によると次のように示されている。
1. 学校保健事業遂行の援助
2. 学校身体検査の準備と援助
3. 身体検査結果処理の計画と実行
4. 伝染病予防補助
5. 救急処置の助力
6. 学校給食衛生の助言
7. 環境衛生の援助と助言
8. 健康相談の準備と援助
9. 健康教育の協力
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10. 健康資料の整理と活用の助言
11. 教職員健康保持の助言
12. 学校保健事業の評価の援助
13. 環境整理の助力
14. 健康情報の収集
15. 家庭訪問と保健指導の助言
昭和33年4月10日法律第56号「学校保健法Jが公布され 周年 6fal10日政令第174号I芋
校保健法施行令」公布，続いて 6月13日文部省令第18号「学校保健法施行規則Jが公布さ
れ，ここに学校保健管理制度の基礎が確立され，学校保健の領域もまた明確になった。
本学養護教諭コースの教育課程も原則的にはこれらに基づいていることは当然であるが，
養成課程と しての発足が，体育科の改編によったもので，保健体育科の枠内でのものであ
ること，卒業生の多くが僻地小規模校の勤務で，そのため，養護教諭としての業務のみな
らず，保健・体育など教科指導に当ることが多いこと，さらに，積極的な体力作り，健康
管理を行うことのできる養護教諭の養成を目標としたことなどから，若干の体育実技と体
育原理・運動生理学等を必修科目としている。このことは，就職後の現場では喜ばれ，重
宝がられることも確かであるが，2年制短期大学の短い学習期間の中で，上述のような養
護教諭本来の業務に十分に対応しうる力をつけさせるための学習を阻害しなし、かどうか，
少なくともその学習の密度を薄めなし、かどうかなど今後尚検討を要する処であろう。
次の表は，同コースの教育課程について，開設時と現在との比較である。
尚，同コ スの教官組織の充実，教育内容の整備にともなって，教職員 ・学生の健康管
理にあたるとともに，学生に対して学校保健室の在り方のモデルを示す目的で，51年より
学内に保健センターが設置され 十分にその役割を果たしている。
四おわりに
今後本学がどの様な将来展望を持つべきか， それは困難な課題であろう。取り組みの一
つの視点として，昭和51年10月，北海道教育委員会が策定した「北海道教育長期総合計岡
の中から「大学高専教育の課題」 ( P.216より）をあげておく。
(1）本道の大学進学率を引上げるため，道内所在大学の収容能力を高めることが望まれ
る。
(2) 芸術及び体育など，本道に設置されていない学部学科を整備することが望まれる。
(3) 医療技術者の養成確保を図るため，医，歯， 保健及び看護などの医療関係学部を拡
充整備することが望まれる。
(4) 勤労者に対する高等教育の機会を拡充するため，道内国立大学夜間部の拡充及び道
内に大学通信教育部を設置することが望まれる。
(5) 本道の総合的発展及び大学進学率の地域間格差を解消するため，大学の整備にあたっ
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養護教諭コ ス教育課程
昭和45年度 （開校時） 昭和 53年度 （現在）
年次及単位数 年次及単位数
科 目 1 年 2 年 科 自 1 年 2 年
前期後期
言十
前期後期 前期後期
計
前期後期
生理学及び運動生 ② ② ② ② ⑧ 解 剖
三兵斗子4与 ② ② 
理学（含解剖l学）
生 理 う《ふ4三与一 I ② ② 
衛 生 う戸斗I与－ ② ② ④ 生 理 持てfι－ _[ ② ② （含公衆衛生学）
予 防 医 寸井斗二ら一 ② ② 運動生理学 ② ② 
細菌 免 疫学 ② ② 衛 生
寸Aふんー ② ② 
精 神 衛 生 ② ② 公衆衛生学 ② 2 ② 2 
薬 理 概 三ロ間dλ ② ② 医 持て「ι 概
呈員d同'- ② ② 
食 f' 口 二主子£， ① ② 病 理 学 ② ＠ 
栄 養 で戸斗「ら ② ② 細 菌
で戸斗F4与 2 2 
健 康 管 理 ② ② 免 疫
でA斗F4ら 2 2 
で戸主F4 校 保 健 ④ 
精 神 衛 生 ② ② 
（含養教職務） ② ② 薬 理 概 論 ② ② 
救急処置看護法 ② ② 食 品 づ凶4ー与 2 2 
看護学概論 ② ② 栄 養 でA十4 ② ② 
看 護 実 習 ＠ ＠ 健 康 β目耳 理 ② ② 
体 育 原 王嬰 ② ② 寸Aムdー' 校 保 健 ② ② 
体 育 管 E里 ② ② 養 教 職 務 2 十一2 →ー 4 
体育方法論 ② ② 救急処置看護法 ② 
体育心理学 2 2 看護学総論 ② ＠ 
体育スポーツ史 ② ② 看護学各論 I ←②→ ② 
スポーツコ チ論 1 2 看護学各論 E ←②→ ② 
トレーニング論 2 2 臨 床 実 習 4 4 
体育測定評価 2 2 体 育 原 理 ② ② 
体 操 ① 1 ① 3 体 育 管 理 2 2 
タ． ン ;z. ① ① ① ① ④ 体育方法論 2 2 
バレーポー Jレ ① 1 ① 1 体育心理学 2 2 
バスクァトボーノレ ① ① 1 保健体育論 ② ② 
水泳・スキー ・スケ 卜 ‘一一』①一 ト一一＋』－2一 ① 2 体育測定評価 2 2 
陸 上 1 1 2 体 育 実 技 ←②→ ② 
ア ス ス キ ‘一一 トー一＋のー ① 
羽 球 水 泳 ‘一一一 午②－ トー→ ① 
卓 球 保健体 育演習 ‘一ー 一一ト→ ② 
ハンドポーノレ 1 
声 寸,u.らー 1 2 
鑑 賞 法
言十 ＠ 計 ＠ 24 24 
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ては，適正な地域配置が望まれる。
(6) 社会の高度化に対応して，高度の専門技術者及び研究者を養成確保するため，大学
院を拡充整備することが望まれる。
(7) 地域往民に対する学習機会を拡充するため，大学公開講座を拡充することが望まれ
る。
(8) 日本育英会の育英奨学事業を拡充強化することが望まれる。
(9) 各種学校は，高等学校卒業後の教育機関としての性格を強めてきているので，教育
内容を充実することが望まれる。
また，高度の専門性が要求される課程や公共の福祉に関係の深い課程は，大学，短
期大学又は専門学校に昇格することが望まれる。
以上で稿を終えるが，果たして本稿が，当初の目的を達しえたかどうか，はなはだ心も
とない。大方のご批判とご教示を願ってやまない。
欠落部分も随分多い。教育課程についてはもっと意を用いるべきであったろう。寮の問
題，事務組織，図書館の充実経緯について若干でもふれたかった。教職員の福利厚生の現
状と課題，入試選抜の改善推移と就職対策の課題，更には，同窓会について，学生のクラ
フ、活動の状況についてなど，読み返すたびに次から次へと欠落部分が目につく。これらに
ついては，いずれ20年史で取り上げる。
筆を進めながら，この15年の歴史の中で，どれ程多くの人々のご好意とご努力があった
かをあらためて痛感もした。それにもかかわらず，個々の人々についてふれなかったのは，
制約された枚数の中で，生じうる失礼を怖れたからに他ならなL、c お詫びとともに，あら
ためて厚く御礼を申しあげたL、。
今筆を置くに当たって，本学15年の歴史を支えたもの，それは 「人の和」であったこと
を強く感じている。
（注）筆者は学園常務理事で 本学事務局長を兼務している。 （紀要編集委員会〉
